○鈴鹿亀山地区広域連合介護保険の要介護認定等に係る情報提供に関する要綱
平成18年３月31日告示第４号　　　改正　平成20年１月30日　告示第１号
　　　平成23年３月17日　告示第５号
　　　令和３年３月30日　告示第18号
　　　令和５年８月14日　告示第22号
　　　令和８年７月14日　告示第19号



鈴鹿亀山地区広域連合介護保険の要介護認定等に係る情報提供に関する要綱（平成12年鈴鹿亀山地区広域連合告示第２号）の全部を改正する。
（趣旨）
第１条　この要綱は、鈴鹿亀山地区広域連合（以下「広域連合」という。）が行う介護保険法（平成９年法律第123号）第27条に基づく要介護認定及び要支援認定（以下「要介護認定等」という。）に係る資料（以下「資料」という。）を被保険者（以下「本人」という。）、本人の介護サービス計画を作成する者その他関係者に提供することにより、本人の権利利益の保護及び心身の状況等に応じた適切な介護サービス等の利用に資するため、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第69条に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（提供対象資料及び提供の方法）
第２条　この要綱により提供を行うことができる資料は、次に掲げる書類であって、第４条第１項の規定による申請を行う時点で最新のものとする。
(1) 主治医意見書
(2) 認定調査票（概況調査及び特記事項を含む。）
(3) 介護認定審査会資料
(4) 介護認定等結果一覧
２　資料は、原則として口頭による説明、閲覧又は写しの交付（前項第３号に掲げる書類にあっては、閲覧）により提供するものとする。
（提供対象者等）
第３条　資料の提供は、次に掲げる者（第３号から第６号までに掲げる者にあっては、その職員を含む。次項において同じ。）（以下「提供対象者」という。）に対し行うことができる。
(1) 前条第１項の書類に係る本人及び本人の委任を受けた者
(2) 法定代理人
(3) 本人と介護予防支援の提供に係る契約を締結している介護予防支援事業者
(4) 本人と居宅介護支援の提供に係る契約を締結している居宅介護支援事業者
(5) 本人と施設等サービスの提供に係る契約を締結している介護保険施設等
(6) 本人と利用契約を締結している地域包括支援センター
(7) 主治医
(8) 前各号に掲げる者のほか、資料の提供を受けることが適当であると広域連合長が認める者
２　提供対象者は、前項第１号及び第２号に掲げる者にあっては、その利用目的が認定結果に係る審査請求を行うことである者に、第３号から第６号までに掲げる者にあっては、その利用目的が本人の介護サービス計画を作成することである者に限るものとする。
３　第１項第７号に掲げる者については、自身が提出した前条第１項第１号及び第４号に掲げる書類に限り提供を受けることができる。
（申請の手続）
第４条　資料の提供を受けようとする者は、要介護認定等に係る情報提供申請書（別記様式。以下「申請書」という。）を広域連合長に提出しなければならない。
２　前項の規定による申請は、次に掲げる方法により行わなければならない。
(1) 申請書の本人同意欄により、当該申請をする者に対し資料を提供することについて本人の同意を得ること。ただし、前条第１項第３号から第７号までに掲げる者が当該申請を行う場合であって、要介護認定等の申請時に本人が情報提供に係る同意をしているときは、この限りでない。
(2) 次のアからエまでに掲げる提供対象者の区分に応じ、当該アからエまでに定める書類の提出又は提示（ウに定める書類にあっては、提出）をすること。
ア　前条第１項第１号に掲げる者　当該申請をする者の身分証明書（本人の委任を受けた者にあっては、当該者の身分証明書及び委任状）及び本人の要介護認定結果通知書
イ　前条第１項第２号に掲げる者　官公署が３月以内に発行した自己が同号に該当することを証する書類及び本人の要介護認定結果通知書
ウ　前条第１項第３号から第６号までに掲げる者　当該契約に係る契約書の写し
エ　前条第１項第８号に掲げる者　広域連合長が必要と認めた書類
３　第１項の規定にかかわらず、要介護認定等の申請時において情報提供に係る本人等の同意を得た場合における第２条第１項第１号に掲げる書類を作成した主治医への同項第４号に掲げる書類の提供については、第１項の規定による申請を要しない。
（資料の提供）
第５条　広域連合長は、前条第１項の規定による申請があったときは、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、当該申請に係る資料を提供するものとする。
(1) 当該資料に係る本人の要介護認定等について、介護認定審査会の審査判定が終了していない場合
(2) 主治医意見書及び認定調査票（概況調査）に本人に知らせるべきでない内容が記載されていると判断する場合（当該本人に知らせるべきでない内容の記載を除いたものを除く。）
(3) 第３条第１項第３号、第４号又は第６号に掲げる者が申請した場合であって、当該申請に係る本人の居宅（介護予防）サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼届出書が提出されていないとき。
[bookmark: _Hlk223599489](4) 第３条第１項第５号に掲げる者が申請した場合であって、当該申請に係る本人の介護保険施設入所・退所連絡票又は地域密着型サービス利用開始・終了連絡票が提出されていないとき。
(5) 本人の認定審査会の判定結果が非該当である場合であって、介護予防・日常生活支援総合事業に係るケアプラン作成を目的とした申請でないとき。
(6) 前各号に掲げるもののほか、広域連合長が提供できないと判断する場合
（提供を受けた者の遵守事項）
第６条　情報の提供を受けた者は、次の事項を遵守しなければならない。
(1) 提供を受けた本人の情報（以下「本人情報」という｡）又は本人の親族の情報（以下「親族情報」という｡）を本人の介護サービス計画の作成、要介護認定等の結果に対する審査請求その他本人情報を利用する合理的な理由を有すること以外の目的に使用しないこと。
(2) 本人情報を本人の文書による同意を得ることなく本人以外の者に知らせ若しくは提供し、又は親族情報を本人の親族の文書による同意を得ることなく当該親族以外の者に知らせ若しくは提供しないこと。
(3) 情報の提供を受けた者（第３条第１項第３号から第６号までに該当する場合に限る｡）の職員又は職員であった者が、前２号に掲げる事項を遵守するよう必要な措置を講ずること。
(4) 提供を受けた情報を厳重に管理し、適正な保管に努めること。
(5) 本人との居宅介護（介護予防）サービス又は施設サービスの提供若しくは地域包括支援センターの利用（以下「サービス提供等」という。）に係る契約関係が終了した場合その他サービス提供等に係る情報が必要でなくなったときは、速やかに責任を持って廃棄すること。
（遵守事項違反に対する措置）
第７条　この要綱による資料の提供を受けた者が前条各号に規定する事項を遵守しなかった場合は、第５条の規定にかかわらず、資料の提供を行わないことができる。
（情報提供に係る費用等）
第８条　第２条第２項の規定による資料の提供に係る費用は、無料とする。ただし、郵送による写しの交付に要する費用は、当該資料の提供を受ける者が負担する。
（その他）
第９条　この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。
附　則
この告示は、平成18年４月１日から施行する。
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[bookmark: _Hlk232438135]別記様式（第４条関係）
（表）
要介護認定等に係る情報提供申請書

（宛先）鈴鹿亀山地区広域連合長
年　　月　　日

私は、貴広域連合の所有する下記の介護保険被保険者に係る要介護認定等の情報について提供を受けたいので申請します。
なお、提供を受けた場合は、鈴鹿亀山地区広域連合介護保険の要介護認定等に係る情報提供に関する要綱第６条の規定を遵守することを誓約します。

	申請者　□本人及び本人から委任を受けた者　□法定代理人　□介護サービス計画作成者　□その他(　　　　 ）

	氏　　名
	
	連絡先
	（　　　）

	事業者名
	
	所在地
	〒　　－

	情報提供に係る被保険者及び資料

	被保険者
氏　　名
	

	被保険者証
番　号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	生年月日
	大　昭　　　　年　　月　　日

	希望する
資料と
提供方法
	１　認定調査票
	２　□主治医意見書
	３　□介護認定審査会資料

	
	□概況調査
	□基本調査
	□特記事項
	
	

	
	□閲覧　
□写しの交付
	□閲覧　
□写しの交付
	□閲覧　
□写しの交付
	□閲覧　
□写しの交付
	□閲覧　


	利用目的
	　□介護サービス計画の作成　　□認定結果に係る審査請求

	
	↑該当する□に✔を入れてください。

	
＜第４条関係＞

	※　利用目的が介護サービス計画かつ要介護認定等の申請時に情報提供に係る本人等の同意がされていない場合に限り、本人又はその代筆者が記入してください。
情報提供に係る本人同意欄
私は、鈴鹿亀山地区広域連合が上記の申請者に対し、私に係る要介護認定等の情報を提供することに同意します。
私と申請者との関係
□私が契約した予防支援・居宅介護支援事業者、介護保険施設等、地域包括支援センター
□その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
本人署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
《本人が署名できない場合の代筆者》
本人が署名できない理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
代筆者署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本人と代筆者との関係　（　　　　）
代筆者の住所
代筆者の電話番号   


※事業者は、契約書の写しを添付すること。

（裏）
	鈴鹿亀山地区広域連合介護保険の要介護認定等
に係る情報提供に関する要綱　(抜粋)

（提供を受けた者の遵守事項）
第６条　情報の提供を受けた者は、次の事項を遵守しなければならない。
(1) 提供を受けた本人の情報（以下「本人情報」という｡）又は本人の親族の情報（以下「親族情報」という｡）を本人の介護サービス計画の作成、要介護認定等の結果に対する審査請求その他本人情報を利用する合理的な理由を有すること以外の目的に使用しないこと。
(2) 本人情報を本人の文書による同意を得ることなく本人以外の者に知らせ若しくは提供し、又は親族情報を本人の親族の文書による同意を得ることなく当該親族以外の者に知らせ若しくは提供しないこと。
(3) 情報の提供を受けた者（第３条第１項第３号から第６号までに該当する場合に限る｡）の職員又は職員であった者が、前２号に掲げる事項を遵守するよう必要な措置を講ずること。
(4) 提供を受けた情報を厳重に管理し、適正な保管に努めること。
(5) 本人との居宅介護（介護予防）サービス又は施設サービスの提供若しくは地域包括支援センターの利用（以下「サービス提供等」という。）に係る契約関係が終了した場合その他サービス提供等に係る情報が必要でなくなったときは、速やかに責任を持って廃棄すること。
参　考
第３条第１項第３号から第６号までに該当する「情報の提供を受けた者」
第３号 本人と介護予防支援の提供に係る契約を締結している介護予防支援事業者
第４号 本人と居宅介護支援の提供に係る契約を締結している居宅介護支援事業者
第５号 本人と施設サービスの提供に係る契約を締結している介護保険施設等
第６号 本人と利用契約を締結している地域包括支援センター


· 窓口で即時提供
　　　受領者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 預かり　後日提供
　　　年　　月　　日　受領者　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 郵送・包括便






